
共同子育てのための共同親権制度の実現を求める要望書 

 

千葉景子 法務大臣 様 

  

２００９年９月２４日 

共同親権運動ネットワーク 

東京都国立市中３－１１－６スペースＦ内 

共同代表 植野 史、宗像 充 

  

 この度、長く民法関係の法整備に尽力されてこられた千葉景子さんが、その担当大

臣が就任されるにおいて、私たち別居親は親の離別後の共同親権が可能となる法整

備を求めます。特に親による子の連れ去りや面会拒否の問題の解決と、親の離別後

の共同子育てを政府が促進することを求めます。 

 日本は民法８１９条に代表される単独親権制度をいまだ採用しており、親権のない

親は子どもに会う法的な保障すら現実には得られないのが実態です。離婚後の子の

監護については民法７６６条によって裁判所で取り決められますが、条文が抽象的で

裁判所の裁量の幅が広すぎ、裁判所も「子どもの福祉」について統一的な見解がなく、

現時点では親どうしの葛藤が高い場合、面会交流に消極的です。他方、子の側から

見ると、離婚後の夫婦だけでなく、事実婚夫婦ほかさまざまな境遇から生まれる婚外

子についても、単独親権制度のもと親の責任について法は未整備であり、その結果、

子どもの権利条約に規定された、子どもが親を知る権利や別居親との交流の権利は

日本では絵に描いた餅にすぎません。 

 母子家庭の貧困を挙げるまでもなく、離婚はいまだ「落伍」であり、それは子どもと

の交流を絶たれる親にとっても、子どもにとっても同様です。 

 男女共同参画があらゆる場面で唱えられ、男性の育児への参加が曲りなりにも進

んだ現在、育児を行ってきた親ほど、親どうしの離別と同時に子どもの成長にかかわ

れなくなる事態は、納得しようにもしようがありません。親の離別前後にかかわりなく、

養育は「養育費」という経済面だけでなく、子どもの成長にかかわり、子育てをすると

いう実質においても可能とならなければ、男女共同参画は一面的であるとのそしりを

免れません。再婚家庭も増えている中、子の親は誰なのかという点について不問にし

たまま、単独親権制度に基づいたままの発想で、児童扶養手当を考えたり、子ども手

当てを充当することも不十分だと思います。親の離別後も双方の親が子どもの成長

にかかわる権利と責任があるという視点から離婚家庭支援は総合的に考えられるべ

きです。 

特に親どうしの子どもの奪い合い紛争が事件となっている現在、その原因になってい

る単独親権制度以外の選択肢がないという現行民法には合理的な理由がありませ



ん。子どもの連れ去りや面会拒否を容認する現在の法制度は改められなければなり

ません。そして男女共同参画を親の離別後も促進するために、共同子育てを可能に

するための法整備を私たちは求めています。 

  

要望事項 

民法を改正し、意味のある面会交流を保障し、親どうしの関係の平等性に基づく共同

親権に向けた法整備を行うための政府内部の議論を早急に始めてください。そして、

別居親子の権利を法的に保障し、親の離別後の共同子育てを可能にしてください。 

 


